
                                                                                   

 平成 22 年度愛知県の障害者雇用施策について 

現状・背景 平成 22 年度に予定している県の主な事業内容 備   考 

 
○ 最近の雇用情勢 
   

 20 年度 
 

21 年度 
（12 月末） 

新規求職申込件数(件) 6,002 
(3,971) 

4,467 

就職件数    (件) 2,114 
(1,462) 

1,319 

就職率     (％) 35.2 
(36.8) 

29.5 

解雇者数    (人) 128 
(63) 

90 

20 年度下段( )は、12 月末 
 

 

○ 障害者雇用率、中小企業における雇用状況について 
本県の平成 21 年６月１日現在の障害者雇用状況 
(資料 1 参照)   

 
○ 障害者雇用促進法等の改正内容 

平成 21 年 4 月施行 
・雇用率算定にあたっての特例創設 
（企業グループ算定特例や事業協同組合等算定特例）

平成 22 年 7 月施行 
・短時間労働の雇用義務対象への追加 
・障害者雇用納付金制度の適用対象の範囲拡大 
 （常用雇用労働者数 201 人以上の事業主） 
・除外率の引下げ 
平成 27 年 4 月施行 
・障害者雇用納付金制度の適用対象の範囲拡大 
 （常用雇用労働者数 101 人以上の事業主） 
 
 
 

＜雇用機会の拡大＞ 

○ 障害者就職面接会の開催（学卒（年１回）、一般（年４回）の予定。） 
 ・障害者学卒就職面接会(7 月 14 日開催予定) 
  参加予定企業数 約１３０社、参加予定学生数  約７０人 
 ・障害者一般面接会（名古屋・尾張地区２回、三河地区２回） 
 
● 障害者雇用企業見学事業（緊急雇用創出事業基金事業）【新規】 
 ・障害者雇用率の低い中小企業事業主等を対象に、障害者を多数雇用している事業所等の労

働現場の見学（５０回）及び専門家による障害者雇用のアドバイス、助成制度の周知・申請

書作成等を支援 
 
● 知的障害者等就職支援事業（緊急雇用創出事業基金事業）【新規】 

・知的障害者等の職業訓練の実習先及び就職先となる企業等の開拓を障害者就業支援団体

に委託 
 
●「働く障害者応援カフェ」プロジェクト（ふるさと雇用再生特別基金事業）【新規】 
・従業員の一部に障害者を雇用した「カフェ」を設置し、基金事業終了後も事業継続に意欲

のある企業・ＮＰＯ法人等へ運営を委託 
 
＜事業主への雇用のための啓発＞ 

○ 障害者雇用促進トップセミナーの開催 
事業主や人事担当役員を対象として、雇用好事例の積極的な紹介、雇用管理のあり方など

に関するセミナーにより効果的な啓発を図る。 
開催時期 12 月頃 
場 所  名古屋市内 

○ 障害者雇用啓発冊子の発行 

  主として企業への雇用啓発を目的として、障害者雇用に係る法定雇用制度や県や国の各種

支援策の紹介等を内容とする啓発冊子「障害者雇用のために」を作成・配布する（3,000 部）。

○ 企業等への雇用要請（知事・労働局長連名） 
・県内の主要事業主団体に対して、県の幹部が直接訪問し、障害者の雇用要請及び雇用維持

の要請 
  愛知県経営者協会、愛知県中小企業団体中央会、愛知県商工会連合会、名古屋商工会議所

・法定雇用率未達成企業に対して、雇用要請文の発送。 
  ＊11 月実施（6 月 1 日現在の障害者雇用状況発表時） 
  

○就職面接会の平成 21 年度実績 
・学卒面接会 
参 加 企業数 学生 就職者数 就職率

H20 121 社 76 人 27 人 35.3％

H21 108 社 63 人 15 人 23.8％

・一般面接会（計 4 回） 
参 加 企業数 障害者 就職者数 就職率 

H20 492 社 1,473 人 102 人 6.9% 

H21 418 社 2050 人   

   
○障害者雇用取組意向調査事業 
（緊急雇用創出事業基金事業） 
 (資料２参照) 
 
 
 
 
○障害者雇用促進トップセミナー 
ア参加者数（21 年度） 

  360 人（20 年度 358 人） 

イ内容 
・障害者雇用の一層の推進に向けて 

・事例発表((社福)親愛の里) 

精神障がい者の就労を促進するために 

・事例発表（トヨタループス㈱） 

  トヨタループスの障がい者雇用について  
○障害者雇用促進月間(9 月) 
 ・街頭啓発、ワークフェア 
○ 企業等への雇用要請 
 ・県内経済 4 団体へ、県の幹部が直接訪問し、障

害者の雇用要請及び雇用維持の要請 
・法定雇用率未達成企業に対して、雇用要請文の

発送。平成 22 年 2 月 15 日 
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現状・背景 平成 22 年度に予定している県の主な事業内容 備   考 

 
○ 福祉施設から一般就労への移行について 

障害者自立支援法の制定により、一般企業等への就労

に向けて一定期間必要な訓練を行う「就労移行支援事業」

等が設けられ、障害者の一般就労への推進を求められて

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
＜障害者の就職・定着支援＞ 

○ 障害者に対して、自己の併設施設での職業準備訓練の実施および同訓練の事業所へのあっ

せんなどを行う「障害者就業・生活支援センター」の設置を進める。 
    平成 22 年 1 月末現在 

地区 名称 設置年月日 
東三河 豊橋障害者就業・生活支援センター H14 年 5 月 7 日 
知多 知多地域障害者就業・生活支援セン

ター 
H16 年 7 月 1 日 

名古屋 なごや障害者就業・生活支援センタ

ー 
H17 年 4 月 1 日 

西三河 西三河障害者就業・生活支援センタ

ー 
H19 年 4 月 2 日 

尾張西部 尾張西部障害者就業・生活支援セン

ター 
H20 年 4 月 1 日 

尾張北部 尾張北部障害者就業・生活支援セン

ター 
H20 年 4 月 1 日 

尾張東部 尾張東部障害者就業・生活支援セン

ター 
H21 年 4 月 1 日 

   ※２２年度 １箇所新規予定 
 
○ 「障害者就労支援事業」により、県が育成した就労支援者が、障害者の就労や事業主へ障

害者雇用の助言・指導を行うとともに、就労支援マニュアルを作成し、福祉施設や企業等

に情報提供することにより効果的な就労支援を促進し、福祉的就労から一般就労への移行

を図る。 
・就労支援派遣 延べ 180 回 
・就労支援マニュアル作成 1,000 部 
 

○ 福祉施設補助指導員派遣事業 （緊急雇用創出事業基金事業） 
 ・障害者が利用する就労移行支援事業所等の運営を支援するための人材(補助員)を雇用し、

事業所の運営を支援することにより、一般企業等への就労の促進を図る。 
 
○ 障害者を雇用した事業主に助成される「特定求職者雇用開発助成金」の支給終了後、引き

続き雇用する中小企業主に対し、「愛知県障害者定着雇用奨励金」を支給し、障害者の職場

定着を推進する。 

 
 

 
○就業・生活支援センター 

 全国の設置数 
（H21.12 月現在） 

   247 箇所 
 愛知県内 21 年度(12 月末)実績   ７か所分 

 身体 知的 精神 その他 合計 

登録者

数 
245 771 426 109 

1,551 
＊226 

相談・

支援件

数 

1,565 9,700 4,521 1,038
16,824
＊3,590

職場実

習等実

施件数 

11 110 54 4 
179 
*39 

就職件

数 
18 109 51 6 

184 
*30 

定着支

援件数 
37 901 168 16 

1,122 
*434 

  ＊全国の 20 年度１センターあたりの実績 
○障害者就労支援者育成事業 
  H19 H20 H21 
研修 ( 受講者数 ) 
(人) 

30 32 30 

就労支援 (就職活

動・職場定着・職

場実習) 

延 べ

178 回 
延べ 
266 回 

契約回数

150 回 

○福祉施設補助指導員派遣事業 

 （緊急雇用創出事業基金事業） 
 

○福祉施設から一般就労への移行者数 
平成 17 年度 118 人 
平成 18 年度 126 人 
平成 19 年度 169 人 
平成 20 年度 165 人 
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現状・背景 平成 22 年度に予定している県の主な事業内容 備   考 

 
○ 障害者の職業訓練について 

就業に必要な技能・知識を習得することにより、障害

者の就職を促進する。 
 

＜障害者の職業訓練＞ 

○ 障害者の個々の障害特性に応じてきめ細かな支援を行うことが必要なため、障害の種類、

程度、訓練期間により多様な訓練コースを設定し、職業に必要な知識・技能の習得を図る職

業訓練の実施、また、障害の態様に応じた委託訓練を実施する。 
 ・愛知障害者職業能力開発校、愛知県春日台職業訓練校、岡崎高等技術専門校による訓練 
 ・障害者特別委託訓練、障害の態様に応じた多様な委託訓練 

① 施設内 

愛知障害者 
職業能力開発校 

(障害者対象) 

 

訓練科目 年間定員 訓練期間 
システム設計科 20 人 ２年(2 年

生のみ) 
情報システム科(新設) 20 人 1 年 
OA ビジネス科 30 人 
CAD 設計科(機械・建築コー

ス） 
各 15 人 

デザイン科(Web・DTP コー

ス) 
30 人 

総合実務科(新設) 15 人 
合 計 145 人  

春日台職業訓練校 
(知的障害者対象) 

機械科、木工科、陶磁器科、縫製科、紙器製造科 
（1 年、定員各 20 人） 

岡崎高等技術専門校

(発達障害者対象) 
オフィスワーク科 
（1 年、定員 5 人） 

② 委託 
○障害者の態様に応じた多様な委託訓練(訓練期間 1～3 か月)  (定員 500 人) 
・ 知識・技能習得訓練コース（民間教育訓練機関、社会福祉法人等） 
・ 実践能力習得訓練コース（企業等) 
・ e-ラーニングコース（インターネットを利用） 

    ○特別委託訓練    (２科 定員 25 人) 
＜新設＞ 

●情報システム科 
 訓練内容・・パソコンの構造、OS・各種アプリケーションのインストールと設定などパ

ソコンを使った業務システムの運用と保守に関する知識と技能を習得する。 
 ●総合実務科（知的障害者対象） 
  物流サービス作業、屋内外管理作業、基礎学科、体力作り、もの作りなど総合的な訓練を

通じて職業規律を学び、作業習慣や社会性を身につける。 

 
 
 
 
 
 
 
① 施設内 

訓練科目 年 間 定

員 
入校者

数 
訓 練

期間 
システム設計科 40 人 18 人 2 年 
OA ビジネス科 30 人 30 人 1 年 
CAD 設計科(機械・

建築コース) 
各 15 人 14 人 

デザイン科 30 人 28 人 
生産実

務 
園芸科 10 人 11 人  
アパレル科 20 人 7 人 
彫型工芸科 10 人 7 人 

合 計 170 人 115 人  
 

 
 
 
 

②委託訓練 
 実績約 420 人 
 
○ その他 

① 障害者雇用企業の表彰 

② 発達障害者就労支援事業 

③ 県庁内の知的障害者インターンシップ事業

④ 障害者多数雇用企業等への物品等・役務の

優先発注 

⑤ 第 3 セクター方式による重度障害者多数雇

用企業の設立運営 

⑥ 愛知県障害者技能競技大会（アビリンピッ

ク）の開催 
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4 

現状・背景 平成 22 年度に予定している県の主な事業内容 備   考 

 

 


